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ＩＳＯ１４００１の自己宣言への移行について 

 

１ 経過 

本市は、21 世紀を環境の時代ととらえ、環境に影響を及ぼす可能性がある事務事業を

管理し、継続的に環境改善を図るため、平成 13 年 10 月 5 日付けでＩＳＯ14001（環境Ｉ

ＳＯ）の認証を取得し現在に至っています。 

  運用に当たっては、外部審査登録機関（（財）日本品質保証機構ＪＱＡ）の審査により

規格とシステムの適合性を図ってきました。 

 

２ 自己宣言移行への理由 

① 職員の知識・技能ともに十分なレベルであること 

認証取得から 8 年が経過し職員にシステムが定着していること、また、20 年度の

定期審査においてシステムが適正に運用されているとして指摘事項がなかったこと

から、職員の知識・技能ともに十分なレベルであると認められると判断しました。 

② 審査登録料などの経費を削減できること 

自己宣言移行に伴い、外部審査登録機関による審査登録料（毎年行われる定期審

査：約 100 万円 3 年に 1 回行われる更新審査：約 200 万円）が削減できます。 

なお、認証取得した平成 13 年度から平成 20 年度までの 8 年間で定期審査・更新審査等に

要した経費は約 1200 万円です。 

 

３ 環境ＩＳＯの認証取得による効果 

環境ＩＳＯで取り組んでいるうみねこプランや環境保全事業についてはほとんどの事

業が目標を達成しており、20 年度の定期審査においてシステムが適正に運用されている

として指摘事項がなかったことから、環境ＩＳＯの考え方が職員に浸透してきていると

思っております。 

また、下水道事務所や総務課においては、施設管理マニュアルが整備され災害などの

緊急時に備えております。同様にＰＣＢを保管している部署（農業振興課、下水道施設

課、教育総務課）においてもマニュアルが整備され適正に管理されております。 

なお、うみねこプランの平成 12 年度から平成 16 年度の 5 年間の取り組みでは、省資

源・省エネルギーの取組により、基準年である平成 10 年度の数値と各年度の実績数値の

差を金額に換算したところ、年間平均で 2億円程度、総額では約 11 億 5,000 万円の経費

節減効果が認められました。 
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【参考】 

○ 県内における環境ＩＳＯ認証取得の状況 

  青森県内で環境ＩＳＯの認証を取得した自治体は、青森市（平成 12 年  ３月取得）、

青森県庁（平成 13 年 3 月取得）、八戸市（平成 13 年 10 月取得）、弘前市（平成 16 年 10

月取得）、三沢市（平成 16 年 12 月取得）となっているが、認証登録を継続している自治

体は、現在、青森県庁と八戸市のみで、他の自治体は「自己宣言」あるいは独自の取り

組み（エコオフィス活動）へ移行している。 

 

 

  青森県  平成 13 年 3 月認証取得  平成 19 年 3 月更新 

青森市  平成 12 年 3 月認証取得   平成 18 年 3 月更新取り止め 

（自己宣言方式に移行） 

  弘前市  平成 16 年 10 月認証取得  平成 19 年 10 月更新取り止め 

（自己宣言方式に移行） 

  三沢市  平成 16 年 12 月認証取得  平成 19 年 12 月更新取り止め    

（エコオフィス活動） 

 

○ 東北管内のＩＳＯ認証取得自治体の状況（詳細は別紙のとおり）   21 年 2 月現在 

各県の取得自治体数 継続している自治体 自己宣言又は独自の取り

組みに移行した自治体 

合併等により取り

やめた自治体 

青森県  ５ ２ ３ ０ 

岩手県 １６ １ ９ ６ 

秋田県  ６ ３ １ ２ 

宮城県  ９ ０ ７ ２ 

山形県 １２ ７ ５ ０ 

福島県 １１ ９ １ １ 

計   ５９ ２２ ２６ １１ 

 


